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研究成果の概要（和文）：　2014年のSTAP細胞問題に象徴されるように、近年のわが国科学界では研究不正の事
案が頻発した。研究不正行為は、国民の科学への信頼を低下させる。こうした状況に対し日本学術会議は「科学
者は、社会と科学者コミュニティとのより良い相互理解のために、市民との対話と交流に積極的に参加する…」
ことを研究者の責務として規定した。研究代表者は、これを受けて科学コミュニケーションを応用した研究倫理
教育のカリキュラム開発を推進した。所属元である九州大学の大学院生を対象とした臨床教育実践によりデータ
を収集し、大学院生と市民を結ぶ科学コミュニケーションが、実際に大学院生の倫理感を向上させることを明ら
かにした。

研究成果の概要（英文）： As symbolized by the STAP cell scandal in 2014, there have been many cases 
of research misconduct in Japanese scientific circles in recent years. An act of research misconduct
 undermines the public’s trust in science. In response to this situation, Science Council of Japan 
(SCJ) stipulated as the duty and responsibility of researchers that scientists actively participate 
in dialogue and exchange with citizens for a better mutual understanding between society and the 
scientific community (the rest is omitted). In response to this, a principal investigator, in turn, 
promoted the development of curriculums of research ethics education with an application of 
scientific communication. The principal investigator gathered data through clinical, educational 
practices for graduate school students of Kyushu University, to which he belongs, and made it clear 
that scientific communication linking graduate school students and citizens actually improves 
graduate school students’ sense of ethics.

研究分野： 科学技術政策、科学技術社会論
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　2005年に日本の科学界が「アウトリーチ(科学コミュニケーション)元年」を迎えてから14年が経過した。研究
者と社会を結ぶ科学コミュニケーション活動は益々その重要性を増している。本研究は、科学コミュニケーショ
ンを応用した研究倫理教育のカリキュラム作成の基礎データを収集し、大学院生・ポスドク等若手研究者の研究
倫理感覚の醸成を図ることを目指して実施した。４年間に亘る継続的な臨床教育実践によって、その目的をほぼ
達成することができた。この研究成果は、わが国の科学研究への社会からの信頼の回復と向上を図り、科学技術
イノベーションを効果的に推進していくための重要な一助となると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年の我が国科学界では、2014 年の STAP 細胞問題に象徴されるような、データの捏造・

改竄・盗用等が疑われるような研究不正の事案が頻発した。科学研究における不正行為は、国
民の科学への信頼を低下させる。特に公的研究資金を使用して推進される研究活動で不正が行
われた場合は、貴重な公的資金が無駄に費消されたことになり、その負のインパクトは一層大
きなものとなる。こうした研究不正が放置されるならば、第１期科学技術基本計画策定以来推
進されてきた、我が国の科学技術イノベーション活動の停滞を招く危険性がある。 
こうした状況に対して文部科学省は、平成 26 年（2014 年）8 月 26 日に文部科学大臣決定

として「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」を制定した。同ガイド
ラインでは、不正行為の定義、各研究機関が整備すべき事項が定められたほかに、不正行為を
抑止する環境整備として「研究倫理教育の実施による研究者倫理の向上」を規定し、大学にお
いては、研究者のみならず、学生の研究者倫理に関する規範意識を徹底していくため、各大学
の教育研究上の目的及び専攻分野の特性に応じて、学生に対する研究倫理教育の実施を推進し
ていくことを求めた。一方、日本学術会議は、科学者が社会の信頼と負託を得て主体的かつ自
律的に科学研究を進め、科学の健全な発達を促すため、既に平成 18 年（2006 年）10 月に「科
学者の行動規範について」と題する声明を発表し科学界のみならず広く社会に向けて公表して
いた。しかし同声明公表後も不正行為の事案が発生したことや、東日本大震災を契機として科
学者の社会的責任の問題がクローズアップされたこと等により、平成 25 年（2013 年）1 月 25
日に同声明の改訂版という形で『科学者の行動規範』が公表された。同声明中の「Ⅲ社会の中
の科学」に一節を設けて「社会との対話」と題し「科学者は、社会と科学者コミュニティとの
より良い相互理解のために、市民との対話と交流に積極的に参加する（以下略）」ことを研究者
の責務として規定した。 
このように日本学術会議は研究者が身に付けるべき研究倫理の基本的な素養として社会と研

究者の相互理解のための科学コミュニケーションが重要であると指摘していたのである。以上
の日本学術会議の声明と文部科学省のガイドラインから、今後、わが国の大学院生・ポスドク
等若手研究者のための有効な研究倫理教育のために科学コミュニケーションを活用したカリキ
ュラム開発が一つの鍵となりうると推定したのである。 
 
２．研究の目的 
我が国科学界において頻発した研究不正事案を背景として、本研究では大学院生並びにポス

ドク等若手研究者を対象とした科学コミュニケーションを活用した研究倫理教育のカリキュラ
ム開発を行うことを研究目的として設定した。科学コミュニケーションは研究者と市民を結ぶ
双方向のコミュニケーション活動であり、そうした活動を通して大学院生・ポスドク等若手研 
究者の社会的リテラシーと倫理感を育む機会となしうる。本研究では、科学コミュニケーショ
ンをカリキュラムの核とした研究倫理教育の方法論を事例研究と臨床教育学的アプローチによ
り明らかにすることを目指したものである。 
 
３．研究の方法 
本研究においては、研究目的に記述した、１）科学コミュニケーションをカリキュラムの核

とした研究倫理教育の事例収集と２）九州大学における教育の場を活用した臨床教育学的アプ
ローチにより１）に関する実践的な知見の収集と構造化の 2点を実施した後に、同 2点を基に
大学院生・ポスドク等若手研究者の研究倫理教育のカリキュラム原案の開発を行った。研究方
法としては、１）は科学コミュニケーション実践者を対象とした面接調査によって情報収集を
行った。２）は九州大学等における科学コミュニケーションを活用した臨床教育実践の参加者
を対象とした質問票調査と半構造化インタビューにより知見を収集した。１）と２）の知見を
基に３）上記のカリキュラム原案を作成し、４）実証授業を実施し得られた結果をカリキュラ
ム原案にフィードバックさせ完成度を高めることを追求した。 
①臨床教育実践の内容 
研究代表者が所属する九州大学では、平成 23年度より文部科学省「科学技術イノベーション

政策における『政策のための科学』基盤的研究・人材育成拠点整備事業」の領域開拓拠点とし
て採択を受け平成 25年度より同事業の一環として「科学技術イノベーション（STI）政策専修
コース」を設置し、九州大学の全大学院生と主に社会人の科目等履修生を対象とした科学コミ
ュニケーション教育（コア科目「科学技術社会論概説」で学外実習を含めて実施）を推進して
いる。研究代表者は当該教育の担当者であるため、臨床教育学的アプローチにより大学院生が
科学コミュニケーション実践の場において非専門家である市民との交流の中で、いかなる意識
の変容が生じたかを質問票調査と半構造化インタビューによる面接調査により知見を収集した。 
②①におけるデータ収集の方法 
①の臨床教育実践に参加した大学院生の意識変容のプロセスを、特に（ⅰ）専門的知識・情

報を平易化するためにどのような工夫をしたのか、そして（ⅱ）非専門家としての市民の質問
への応答にあたって生じた心理的な葛藤や問題解決のプロセスが（ⅰ）にどのように反映した
かを抽出し、得られた知見を基に大学院教育及びポスドク等若手研究者教育で実施可能なカリ
キュラムの原案作成を行うことを目指した。その結果をカリキュラム原案へフィードバックさ
せ原案の改良を進めた。 



 
４．研究成果 
科学コミュニケーションによる臨床教育実践を行った九州大学の大学院生が専門的知識・情

報を平易化し非専門家である市民へ向けた情報発信を行ったプロセスの解明、大学院生の意識
に生じた葛藤や問題解決のプロセスが大学院生自身の研究倫理感醸成に実際に寄与したか否か、
寄与したとすれば、どのような過程でそれが実現したかを明らかにするための質問票調査と半
構造化インタビューによる面接調査を実施し、様々な知見を得ることができた。 
得られた知見を九州大学大学院における研究倫理教育で活用できるカリキュラムに反映させ

るための検討を進めた。以下に本研究において実施した臨床教育実践とその研究成果を個別具
体的に報告する。 
 
①地域社会における科学コミュニケーション実践の研究成果 
九州大学における科学コミュニケーションを活用した研究倫理教育の試みは、九大の大学院

生に「STS ステートメント」を作成させ、福岡市内で開催するサイエンスカフェにおいて作成
したステートメントを市民に向けて公表し、その内容について市民と率直なディスカッション
を行うというものである。STS ステートメントとは、科学技術の発展が、これまでの人類史の
中で社会に及ぼしてきた影響を正・負の両局面について把握し、未来へ向けた科学技術と社会
の望ましい関係構築のために個人個人がすべきことを明記した宣言（ステートメント）である。
本研究では、2014 年度から 2016 年度までの 3 年間の STS ステートメント・サイエンスカフ
ェの実践が、参加した大学院生の研究倫理感にどのような影響を及ぼしたかを明らかにした。
各年度とも、各発表について、市民あるいは専門家の視点から、課題の捉え方や政策的な考察
に関する意見、具体的な取り組み内容を問う質問などがあり、極めて活発なディスカッション
を実施した。その狙いは、大学院生の研究内容の将来社会への影響を把握し、負の影響が生じ
そうな場合は、その対策案を大学院生自身に考えさせることであり、その検討内容を、広く市
民に公表し、市民と課題を共有し、市民の率直な批判を仰ぐことにある。将来研究者となる可
能性を有する大学院生にとっては市民とのサイエンスカフェにおける科学コミュニケーション
の中で、社会への説明責任を実感させることである。それが実現できたか否かを検証するため
に、各年度において STS ステートメント・サイエンスカフェ終了後に質問票調査を実施した。
以下の表に、研究倫理に関連する設問についての大学院生の回答結果を示す。大学院生には、
各設問について、「当てはまる」、「どちらともいえない」、「当てはまらない」と、それぞれの中
間段階の 5 段階のリッカートスケールから１つを選択させた。下記の表のアラビア数字の５は
「当てはまる」、４は「当てはまる」と３の「どちらともいえない」の中間を示す。 

 

表 STS ステートメントを発表した大学院生の質問票調査結果 

年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 

実施日 2015 年 6 月 6 日 2016 年 3 月 19 日 2017 年 3 月 18 日 

発表者（大学院生）数 4 名 3 名 3 名 

設問：改めて自分の研究テーマの

社会的意義は何か考えた 

5： 1 名 

4： 3 名 
5： 3 名 

4： 2 名 

3： 1 名 

設問：「社会の中の科学」という

観点を強く意識した 

5： 2 名 

4： 2 名 
5： 3 名 5： 3 名 

設問：自分の研究内容を誠実に参

加者に伝えなくてはと感じた 
5： 4 名  

5： 2 名 

4： 1 名 

5： 2 名 

4： 1 名 

設問：研究倫理は大事だと感じた 
2014 年度はこの

設問は無かった。 

5： 2 名 

4： 1 名 
5： 3 名 

設問：STS への興味が強くなった 
5： 3 名 

4： 1 名 
5： 3 名 5： 3 名 

 
直接、研究倫理に関わる「設問：自分の研究内容を誠実に参加者に伝えなくてはと感じた」

は、各年度の合計十人中の 8 人が「当てはまる」を選択し、残りの各 1 人も「当てはまる」と
「どちらともいえない」の中間を選択した。「設問：研究倫理は大事だと感じた」については、
2015 年度と 2016 年度の合計 6 人中、5 人が「当てはまる」を選択し、1 人が「当てはまる」
と「どちらともいえない」の中間を選択した。この結果から、3 年間の STS ステートメント・
サイエンスカフェによる科学コミュニケーション活動が、大学院生に研究倫理を意識させる契
機となったといえるのではないかと考える。 



以上の結果から、STS ステートメントによる科学技術コミュニケーションは、大学院生に対
し、研究倫理に意識を向けさせるという効果をもたらしたと言えるだろう。 
 
②全国規模の科学コミュニケーションイベントにおける臨床教育実践の研究成果 
 研究代表者は、2016 年度と 2017 年度に、科学技術振興機構（JST）が主催した全国規模の
科学コミュニケーションイベントである「サイエンスアゴラ」において、「STS ステートメン
トセッション」を実施した。STS ステートメントセッションとは、科学コミュニケーション実
践を大学院生の研究倫理教育に応用しようとする試みである。2 回にわたって実施した同セッ
ションが、参加した大学院生の研究倫理感にどのような影響を及ぼしたかを報告する。 
「サイエンスアゴラ」における STS ステートメントセッションの狙いは、大学院生自身の研

究内容の将来社会への影響を把握し、負の影響が生じそうな場合は、その対策案を大学院生自
身に考えさせることであり、その検討内容を、広く「サイエンスアゴラ」に全国から来場する
産学官民の参加者に公表し、参加者と課題を共有し、その率直な批判を仰ぐことにある。将来
研究者となる可能性を有する大学院生に参加者との科学コミュニケーションの中で、社会への
説明責任を実感させることである。それが実現できたか否かを検証するために、２ヵ年の STS
ステートメントセッション終了後に質問票調査を実施した。以下の表に、研究倫理に関連する
５設問についての大学院生の回答結果を示す。大学院生には、各設問について、「当てはまる」、
「どちらともいえない」、「当てはまらない」と、それぞれの中間段階の 5 段階のリッカートス
ケールから１つを選択させた。下記の表のアラビア数字の５は「当てはまる」、４は「当てはま
る」と３の「どちらともいえない」の中間を示し、２は「どちらともいえない」と「当てはま
らない」の中間を示す。 
 

表 「サイエンスアゴラ」において STS ステートメントを発表した大学院生の質問票調査結果 

年度 2016 年度 2017 年度 

発表者（大学院生）数 ３名 ３名 

設問：改めて自分の研究テーマの社会的意義は何か考えた 5：1 名 3：１名 2：1 名  5：1 名  4：1 名  3：１名 

設問：「社会の中の科学」という観点を強く意識した 5：2 名  2：1 名 5：3 名 

設問：自分の研究内容を誠実に参加者に伝えなくてはと感じた 5： 2 名 2： 1 名 5：1 名  4：1 名  3：１名 

設問：研究倫理は大事だと感じた 5：1 名  4：1 名  2：１名 5：2 名  3：1 名 

設問：STS への興味が強くなった 5：1 名  4：1 名  3：１名 5： 2 名  3：1 名 

 
直接、研究倫理に関わる「自分の研究内容を誠実に参加者に伝えなくてはと感じた」は、各

年度の合計 6 人中の 3 人が「当てはまる」を選択し、残りの各 1 人が「当てはまる」と「どち
らともいえない」の中間を選択した。「設問：研究倫理は大事だと感じた」については、6 人中、
3 人が「当てはまる」を選択し、1 人が「当てはまる」と「どちらともいえない」の中間を選
択し、「どちらともいえない」が 1 人、「どちらともいえない」と「当てはまらない」の中間が
1 人という結果となった。この結果から、2 年間の STS ステートメントセッションによる科学
コミュニケーション活動が、少なくとも半数の大学院生に研究倫理を意識させる契機となった
といえるのではないかと考える。以上の結果から、「サイエンスアゴラ」の STS ステートメン
トセッションによる科学コミュニケーション活動は、大学院生らに対し研究倫理へ意識を向け
させるという効果を、ある程度はもたらしたと言えるだろう。 
 
③以上の研究成果についての考察 
①と②の臨床教育実践からは、いずれも科学コミュニケーションが、被験者の大学院生らに

対し研究倫理へ意識を向けさせるという効果を、一定もたらしたとは言えるであろう。しかし、
その有効性について結論を出すことは現時点では時期尚早であると考える。被験者数がまだ十
分とは言えないからである。本臨床教育実践は今後も九州大学において継続的に実施するので、
研究期間終了後も引き続き調査を継続し、母数を確保しつつ調査の信頼性を高めていき、その
結果を教育カリキュラムの改善に反映させていく所存である。 
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